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アフターコロナ社会を見据えた新庁舎等のあり方について 

（本庁舎２号館再整備事業にかかる追加検討のとりまとめ） 

 

 

本庁舎２号館再整備事業については、令和２年３月に「神戸市役所本庁舎２号館再整

備基本計画」（以下「基本計画」という。）を策定・公表し、事業者公募に向けた準備を

進めることとしていた。しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大といった新たな課題

への対応について追加検討が必要な状況となったことから、有識者による事業者選定委

員会において、計４回にわたって議論をいただき、頂いた意見を踏まえて、本市におい

て以下の通りとりまとめた。 

新型コロナウイルス感染症拡大が深刻化した昨年春以降、テレワークの拡大や人との

接触機会の低減、非接触の導入、各場面での人数抑制など、ニューノーマルへの対応と

して、これまでの働き方や暮らし方、空間の使い方が大きく変化した。 

本とりまとめはその経験を踏まえ、アフターコロナ社会を見据えた新庁舎等のあり方

について、今後のＩＣＴ技術の高度化やデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）※1

によるさらなる環境変革、過密の回避や多様な働き方・暮らし方につながる空間のフレ

キシビリティ重視の観点を前提としながら、新たな感染症や災害等への対応の方向性を

中心に検討、整理したものである。 

 

１．施設全体 

（１）課題 

 〇多くの市民の利用が想定されるなか、新たな感染症の流行や自然災害の発生などに

対しても安全・安心で、人や環境にやさしい施設であることが求められる。 

〇新たな感染症等への対策のほか、時代の変化にともなう社会的ニーズの変容に対し、

臨機応変に対応できる柔軟性が必要である。 

（２）今後の方向性 

 ①税関線歩道などの屋外エリアに豊かなオープンスペースを有効に設け、さまざまな

人にやさしい開放的な空間を確保する。 

②エントランスや通路等の共用部において、建築計画としての効率性にも配慮しつつ、

公共機能と民間機能が連携して、過密の回避やフレキシビリティに配慮した空間確

保を図る。 

③施設利用者の利便性向上や安全性確保の観点から、通常時及び緊急時において施設

全体で連携しながら、適時適切に情報提供ができるよう、最新のデジタル技術を活

用し、ネットワークの構築やセキュリティの確保等を検討する。 

※1 デジタル技術を利用した変革のこと。環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用

して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務

そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 
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２．庁舎機能 

（１）課題 

○コロナ禍のような非常事態が発生した場合、臨時的な業務や緊急物資のためのスペ

ースが十分に確保できなければ、速やかな対応が困難となる。神戸市では、庁舎再

整備により解体前の２号館や再編・集約していた会議室を活用できたことは、非常

時対応のスピードアップに貢献したと思われるが、再整備後の新庁舎での備えを検

討しておく必要がある。また、職員及び来庁者の感染症対策として、過密の回避、

十分な換気や空間の広さ・可変性の確保など、クリーンで健康的な庁舎環境を整備

することは重要である。 

○コロナ禍を契機として、在宅勤務やＩＣＴを活用したオンラインでのコミュニケー

ションが進んだ一方で、業務におけるリアルなコミュニケーションの重要性も再認

識されるなど、新たな働き方に適した執務空間のあり方について、職員の業務効率

やクリエイティビティ、やりがい･満足度の向上、ひいては市民サービスの質の向

上につながる空間整備を行う必要がある。 

 

（２）今後の方向性 

①地震や風水害等の自然災害に加え、新型コロナウイルス感染症対策の経験を踏まえ

て、非常時の体制に迅速に対応できるフレキシブルな空間の確保や過密の回避・接

触低減等による感染リスクの低減・分散を図るとともに、行政機能の円滑な運営を

担保するためのセキュリティ対策やＢＣＰ（事業継続計画）対応を強化する。 

 

＜求められる機能・性能のイメージ＞ 

〇非常時の体制に迅速に対応 

・間仕切りのないオープンフロアを採用する 

・可変性の高いオフィスレイアウトを採用する 

・非常時に用途転用しやすい空間（会議室やサテライトオフィスなど)を集約して

配置する 

イメージ︓屋外公共空間 イメージ︓屋内公共空間 
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〇感染症リスクの低減など職員及び来庁者の健康への配慮 

・過密にならない適度にゆとりある空間を確保する 

・十分な換気機能の確保、非接触対応設備の導入、抗菌･抗ウイルス素材の採用等を

行う 

〇危機管理・ＢＣＰ対応の重視 

・１号館、４号館のバックアップや代替機能を担うことも念頭に置いて、災害時の

ＢＣＰや入館チェック等のセキュリティ対策に配慮する 

 

    

 

 

 

 

 

 

②コロナ禍を契機に進んだ「働き方改革」を継続・拡大し、ＤＸや「スマート自治体」

を実現するための次世代の庁舎として、新たな発想を取り入れながら、職員間や外

部とのコラボレーションを誘発するスペースなどさまざまなワークスタイルに対

応できる執務空間を整備する。 

 
＜求められる機能・性能のイメージ＞ 

〇「スマート自治体」にふさわしい次世代の庁舎 

・ＩＣＴ技術の高度化やＤＸの進展に対応した執務空間を整備する  

・アクティビティベースドワーキング（ＡＢＷ）※2の視点を取り入れ、個人作業や

ＷＥＢ会議、グループワークなど業務内容に応じて選択できる多様な空間を確保

する 

・偶発的なコミュニケーションを生み出す交流空間を確保する 

・在宅勤務やモバイルワークと連携しやすい設備・機器等を導入する 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 時間や場所にとらわれず、仕事内容に合わせて働く場所を自由に選べる働き方 

イメージ︓ＷＥＢ会議 イメージ︓ＡＢＷ 

イメージ︓非接触ボタン イメージ︓顔認証による非接触入退セキュリティ 
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３．市民利用空間 

（１）課題 

〇市民や来街者が集い、憩い、新たなコミュニティが生まれるような公共空間である

「市民利用空間」について、具体化するにあたりコンセプトをわかりやすく示して

いく必要がある。 

〇コロナ禍の経験から安全・安心の観点も踏まえて、市民利用空間に求められる設え

や運営等を検討する必要がある。 

  

（２）今後の方向性  

①多様な使い方に対応出来るひとまとまりの空間として可変性を確保しつつ、非常時

や災害時にも対応できる開放的な空間とする。 

②立ち止まる、座る、寛ぐなど、過密を回避したゆとりのある滞留空間を設けること

で、来訪者の多様な行動を誘発し、交流が促進される場を目指す。 

③民間事業者の運営ノウハウを効果的に活用しつつ、市が主体的に関与し、市民参加

を促すことで、共に作り育てていく公共空間とする。 

④音楽ホールや民間機能など、隣接する機能との連携を図ることにより、施設全体と

しての魅力を発信できる空間とする。 

 

＜求められる機能・性能のイメージ＞ 

・間仕切りのないフラットなオープンスペースを確保する 

・屋外と一体的な利用が可能な空間構成とし、日常的な活動やイベントなど幅広い

市民活動に対応することで、建物内外においてにぎわいの創出を図る 

・感染症の流行をはじめとする非常時や災害時にも対応できる開放的でフレキシブ

ルな空間として整備する 

・音楽ホールの公演関連イベントやロビーと連動した企画展示、商業施設等の情報

発信など、ホールや民間機能の運営者との連携により、相乗効果を発揮できるよ

うな運営の仕組みを導入する 

・多様な主体との連携や調整などコーディネート力を持った運営体制の構築を図る

ことで、都心三宮における新たな交流空間として、市民の期待感が膨らむ拠点づ

くりを行う 
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＜市民利用空間のコンセプト案＞ 

 

 

  

 

 

     

 

  

イメージ︓屋内フリースペースでくつろぐ人々 イメージ︓様々な使い方ができるフレキシブルな空間 

※活動例はあくまでも一例 
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４．音楽ホール機能 

（１）課題 

 〇コロナ禍においては、感染防止のために必要な措置を講じた上で、人数上限や収容

率の目安を設けて来館人数を制限する対応を行っているところであるが、心地よい

空間のもとに人々が集まって文化芸術を鑑賞したいという市民の思いは変わるも

のではない。 

〇アフターコロナ社会においても元の姿に完全に戻るのではなく、この経験を踏まえ、

最新の知見に基づいた有効な対策や新たな価値の創造が求められるものと考えら

れる。 

 

（２）今後の方向性 

 ○急速な技術革新を考慮しながら各種システムを導入するなど、感染症対策を含め、

来館者が安全・安心に利用できるような環境整備を行うとともに、ロビー・ホワイ

エの開放や市民利用空間との連携による文化的アクティビティのにじみだしなど、

新たな取り組みを検討する。 

 

＜求められる機能・性能のイメージ＞ 

・チケットレス入場に対応したシステムを構築する 

・混雑を避けスムーズな入退場が可能な動線を確保する 

・十分な換気能力を確保する 

・座席等に抗ウイルス機能のある素材を採用する 

・撮影や映像技術を積極的に活用する 

・入退場時の間隔確保や時間差での入退場の案内誘導を行う 

    

 

  

イメージ︓チケットレス入場 イメージ︓コンテンツのWEB配信 
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５．民間機能 

（１）課題 

〇民間機能の用途や規模などは、今後の民間事業者の提案を踏まえて確定していくこ

ととなる。 

〇現在は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けて、各種団体等から公表され

ている業種・施設の種別ごとのガイドラインに基づいて施設運営が行われている状

況であり、今後も最新の知見などが蓄積、公表されていくことが想定される。 

＜ガイドラインの例＞ 

・オフィスにおける新型コロナウイルス感染予防対策ガイドライン 

・宿泊施設における新型コロナウイルス対応ガイドライン 

・外食業におけるコロナウイルス対策ガイドライン 

・小売り業におけるコロナウイルスガイドライン   等 

 

 

（２）今後の方向性 

 ①施設利用者の安全を確保するため、新庁舎・にぎわい施設の整備・運営の各段階で

の最新の知見を踏まえて、各民間機能における適切な感染症対策等の措置を求めて

いく。 

 ②また、民間機能内の施設共用部分について、過密の回避やフレキシビリティ等に配

慮した空間確保に努めるよう対応を求めていく。 

 

 

６．今後の進め方について 

今後は、基本計画とともに本とりまとめの内容を踏まえて、事業スキームや公募内

容を整理するなど事業者公募に向けた作業を進めていく。 

令和３年度には事業者の公募・選定を行う予定としており、具体的な公募時期につ

いては、新型コロナウイルス感染症の状況や国内経済の状況等を総合的に判断して決

定する。 

 

以上 

 

 

 

 

 

※掲載している写真・画像等はあくまでもイメージであり、導入する空間デザインや個別機器等を特定するものではありません。 
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参考 アフターコロナ社会を見据えた新庁舎等のあり方について 補足資料 

 

１．これまでの検討経過 

令和２年５月に市の附属機関として、「神戸市役所本庁舎２号館再整備事業者選定

委員会」を設置し、アフターコロナ社会を見据えた新庁舎等のあり方について下記の

とおり検討を行った。 

 

○検討体制 

・神戸市役所本庁舎２号館再整備事業者選定委員会 

委員長  嘉名 光市  大阪市立大学大学院工学研究科 教授 

    委 員  奥田 浩美  （株）ウィズグループ 代表取締役社長 

    委 員  栗山 尚子  神戸大学大学院工学研究科 准教授 

    委 員  清水 裕之  名古屋大学 名誉教授 

    委 員  武田 重昭  大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 准教授 

    委 員  谷澤 実佐子 谷澤公認会計士事務所 代表 

・市関連部局 

   都市局 都心再整備本部 都心再整備部 都心三宮再整備課 

行財政局 庁舎課 

文化スポーツ局 文化交流課 

 

○選定委員会の開催経過 

日付 会議 議事 

令和２年 

７月 16日 
第１回 

・本庁舎２号館再整備事業の概要について 

・庁舎のあり方及び市民利用空間のあり方について 等 

令和２年 

９月 16日 
第２回 

・庁舎のあり方について 

・市民利用空間のあり方について 等 

令和２年 

12月２日 
第３回 

・庁舎のあり方及び市民利用空間のあり方について 

・音楽ホールのあり方について 等 

令和３年 

２月８日 
第４回 

・新型コロナウイルスの影響を踏まえた新庁舎等の 

あり方に関するとりまとめ 等 

 

  



- 9 - 

 

 

２．本庁舎２号館再整備事業について 

○事業の概要について 

・公共機能（庁舎・市民利用空間・音楽ホール）と民間機能で構成される複合施設

を整備。 

・民間機能については、国内外からの集客・交流を促進し、神戸における新たな交

流人口の創出に寄与するにぎわい集客機能と、市民や来街者が気持ちよく利用で

きるにぎわい商業機能を整備。 

・民間機能の具体的な用途や規模等に関しては、民間事業者の提案による。 

 

○神戸市本庁舎２号館再整備基本計画について 

事業名称 神戸市本庁舎２号館再整備事業 

整備の 

基本方針 

○基本方針 

三宮駅周辺からウォーターフロント、旧居留地等における回遊性を向上

させるため、本庁舎としての必要な機能を確保しながら、市民や来街者に

向けて、神戸らしい魅力的な文化や都市景観等を発信するとともに、周辺

のまちづくりの活性化を牽引する、シンボリックな空間の整備を図る。 

 

○基本コンセプト 

①効率化・高度化に対応する新たな庁舎機能の整備 

②神戸らしい魅力的な機能の導入による集客・にぎわいの創出 

③周辺エリアと連携した景観形成等の推進 

④環境・防災への配慮 

敷地の概要 

○敷地平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地面積 約 9,500㎡（うち本事業（新庁舎・にぎわい施設）の計画面積約 4,900㎡） 

 （Ａ） （Ｂ） 

（Ｂ） （Ａ） 

〈現在の状況〉 〈再整備後のイメージ〉 
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都市計画等 

用途地域等 商業地域、防火地域 

地区計画 税関線沿道南地区 

景観計画地域 税関線沿道都市景観形成地域 

その他 特定都市再生緊急整備地域 中央駐車場整備地区 

建ぺい率 80％ 

容積率 

高度利用地区 (加納町６丁目地区)(平成 31 年 3 月 5 日告示) 

「容積率の最低限度」：300％ 

「容積率の最高限度」：700％ 

（ただし、「庁舎その他これらに類するもの」を誘導用途に

位置づけ、建物全体の３分の２以上とすることにより街

区全体の容積率が 1000％まで緩和される。） 

建物の規模 

と事業範囲 

 

○庁舎機能に加え、音楽ホールやにぎわい機能を持たせた複合施設 

として整備する 

 

 機能 規模 

公共 

庁舎機能 

（市民利用空間含む） 
15,000 ㎡ 

音楽ホール 
7,000 ㎡ 

（800 席程度） 

民間 
にぎわい機能 

（商業、ホテル等） 
21,000 ㎡ 

共用部 駐車場・機械室等 12,000 ㎡ 

計  55,000 ㎡ 
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３．検討参考資料 

（１）庁舎機能関連 

○主な論点 

①働き方改革の取組状況や課題を踏まえた論点 

・新庁舎・にぎわい施設における庁舎機能の活用・運営方法（執務スペース、会議

スペース、書庫・物品スペース等）に関して、以下の観点から、どのような工夫

が求められるか。 

②非常時における庁舎機能のあり方に係る論点 

・新庁舎・にぎわい施設における庁舎機能について、感染症等、有事の際にどのよ

うな対応（転用可能なスペースの確保、空間の開放等）が求められるか。 

・「内務管理や事務作業が中心となる部署」や「窓口業務や来庁者との接触が多い部

署」等の業務特性を踏まえて、庁舎機能における各種空間（出入口、動線、執務

スペース、応接スペース等）に関して、どのような配慮（空間のあり方・空間の

転用等）が求められるか。 

 

○新型コロナウイルス感染症に関する市の対応状況と課題 
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○神戸市働き方改革（業務改革）のめざす姿 

  

 

○働き方やオフィスの動向 

 ・コロナ禍以降の働き方の変化 
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・今後の働き方の見通しに関する民間企業のアンケート結果 

   
 

・今後のワークプレイスで想定される施策 
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・これからの働き方とワークプレイスに向けた考え方 

   

 

○民間企業による最新事例の紹介 
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・オフィスに関する最新動向や今後期待される役割等について(CBRE株式会社) 
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・ワークプレイスに関する最新事例等について(コクヨ株式会社) 
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○庁舎の先行事例の紹介 
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（２）市民利用空間 

○主な論点 

①市民利用空間に求められる空間・機能等に関する論点 

・アフターコロナ社会を見据えて、市民等が気軽に立ち寄り、交流できるようにす

るために、どのような空間となることが望ましいか（開放的な設え、外部との関

係性等）。 

・市民利用空間として、どのような役割（市民コミュニティ形成の場、市民と施 設

利用者が繋がる場、非常時に対応できる空間等）、どのような機能（イベントスペ

ース、コワーキングスペース、飲食サービス機能等）が考えられるか。 

・情報発信の観点から、どのような役割、展開が考えられるか。 

②市民利用空間の運営のあり方に関する論点 

・どのような運営のあり方が望ましいか（運営主体、費用分担、プログラムの方向

性等）。 

・他の機能（音楽ホールなど）との連携をどう考えるか。 

 

○市民利用空間の活用イメージ 
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○市民利用空間の機能・利用イメージ 

 

  

 ○市民利用空間の活用イメージ（事例紹介） 
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○市民利用空間の活用イメージ（事例紹介） 

  

 

○屋外空間の活用事例 
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○市民利用空間のコンセプト 

  

 

○運営に関する方針 
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（３）音楽ホール 

○主な論点 

①街ににぎわいを生み出しつつ、関西地区の音楽芸術拠点として相応しいホールと

するための論点 

・ホールのにぎわいが建物内だけにとどまらず、周辺に波及するような空間づくり

や運営をどのように行うか（市民利用空間との連携による、新たな価値創造につ

なげる観点 など）。 

・再整備の中で、ホールへの来場者の期待感を高めるような空間づくりをどのよう

に作り出すか。 

・複合ビルの中で、どのようにホールの存在感を生み出すことができるか。 

②With・Afterコロナ時代のホールとするための論点 

・国や他都市での事例、専門家の意見などを参考に、今後の動向を見極め、求めら

れる対応策についての検討を行う。 

・感染拡大予防にかかる施設利用指針（劇場等・貸会議室共通） 

・関西の音楽芸術拠点として相応しいホールとするための対応策 

  

 ○現在のホール等における新型コロナウイルス感染症対策 

「感染拡大予防にかかる施設利用指針（劇場等・貸会議室共通）」（抜粋） 

・3-1-1.施設内の各所における対策 
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・3-3-2.公演当日の対策 
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○関西の音楽芸術拠点として相応しいホールとするための対応 

  

 

○ホール空間外における活動の事例 
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○音楽ホールの事例紹介 

・建物内の公共空間との連携を行っている事例 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ホワイエ空間を開放的に設置している事例 
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４．選定委員会の議事概要 

第１回 神戸市役所本庁舎２号館再整備事業者選定委員会  

議事概要 

 

◆第１回委員会の概要 

（１）日  時：令和２年７月 16日（木） 10時～12時 

（２）会議形式：WEB会議 

（３）選定委員： 

嘉名 光市  大阪市立大学大学院工学研究科 教授（委員長） 

   奥田 浩美  ㈱ウィズグループ 代表取締役社長 

   栗山 尚子  神戸大学大学院工学研究科 准教授 

   清水 裕之  名古屋大学 名誉教授 

   武田 重昭  大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 准教授 

   谷澤 実佐子 谷澤公認会計士事務所 代表（欠席） 

（４）議  事： 

①神戸市役所本庁舎２号館再整備事業の概要について 

   ②庁舎のあり方について 

    ・市の新型コロナウイルスへの対応状況、働き方改革の取組状況の紹介 

    ・意見交換 等 

   ③市民利用空間のあり方について 

    ・学生ワークショップ、市民向けシンポジウムでの意見の紹介 

    ・意見交換 等 

 

（５）主な意見要旨 

   ①庁舎のあり方について 

・今後、職員のリモートワーク環境が整うことで、新しいオフィスの役割が求められる

だろう。 

・各種申請等、市民サービスの観点に関しても、ＩＣＴ化をどのように進めていくか、市

の方針が必要である。 

・セカンドプレイスの機能を拡張させて、サードプレイスとしての役割も担う 2.5 プレ

イスのようなオフィスのあり方も考えられる。 

・目指すべきは仕事の効率化ではなくクリエイティビティであり、行政職員の働き方が

かっこよく、憧れの仕事と思われるような働き方が大切である。 

・庁舎という場があることで、市民や市職員が何かを企てる力を誘発するきっかけにな

ると良い。 
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   ・生産性の向上に結び付くことを目指すべきであり、職種や業種ごとの働き方に関する

業務特性を把握した上で、計画に反映することが大事である。 

   ・機械換気と自然換気の両立は難しいが、市の考え方を事業者に示せるよう、可視化な

ども含めて検討してほしい。 

・非常時のことも想定すると、時間や使い方を固定しないフレキシブルな空間が重要で

ある。 

・アフターコロナ社会を考えると音楽ホール等との連携など、全体計画の中でどう複合

化、多重化できるかが重要である。 

   

  ②市民利用空間のあり方について 

・駅前とウォーターフロントとの中継地点として目的地化することが重要である。 

・えき≈まち空間や雲井通、東遊園地等、都心の他事業との機能分担の整理が必要である。 

・市内にあるコワーキングスペース等との役割分担が必要である。 

・200人規模のカンファレンスルームがあると良い。 

・これまで進めてきた神戸の魅力は人であるという政策の成果を体感できる BE KOBE セ

ンターのような機能や、神戸の都心再整備を含め、市民が自分の街について考え、誇り

や自負を持てるようなシビックプライドセンターのような機能が必要である。 

・他機能と連続した空間のつながりとして考え、どのようなアクティビティが持ち込め

るかという検討も行うべきである。 

・どの程度多目的に使ってもらうかは重要で、ある程度幅を持った使い方に対応するこ

とが望ましいが、バックヤードなどが逆に使いづらくならないように配慮も必要であ

る。 

・世界中にいる神戸ファンとつながっていく機能があると、神戸の街自体の底力が上が

ると思う。 

・ナイトタイムエコノミーを活性化させる機能を持てると良い。 

・ソフトを含めたコミュニケーションの場とすべきである。 

・将来の運営を主体的に担う市民を育てていくためのプログラムをすぐに始めることに

より、施設の開設当初から市民による運営が始められ、持続可能なマネジメントが図

れるような、事前の取り組みができると良い。 

・目指すあり方に対応した規模や運営者の要件を検討する必要がある。 
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第２回 神戸市役所本庁舎２号館再整備事業者選定委員会  

議事概要 

 

（１）日  時：令和２年９月 16日（水） 13時～15時 

（２）会議形式：WEB会議 

（３）選定委員： 

嘉名 光市  大阪市立大学大学院工学研究科 教授（委員長） 

   奥田 浩美  ㈱ウィズグループ 代表取締役社長 

   栗山 尚子  神戸大学大学院工学研究科 准教授 

   清水 裕之  名古屋大学 名誉教授 

   武田 重昭  大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 准教授 

   谷澤 実佐子 谷澤公認会計士事務所 代表（欠席） 

（４）議  事： 

  新型コロナウイルスの影響を踏まえた新庁舎等のあり方検討 

①庁舎のあり方について 

   ・民間オフィスの最新動向の紹介（シービーアールイー株式会社、コクヨ株式会社） 

・意見交換 等 

  ②市民利用空間のあり方について 

・市民利用空間に関する基本的な考え方 

   ・意見交換 等 

 

（５）民間企業からの主な意見要旨 

・新型コロナウイルスの影響により、オフィス中心であった働き方から、個人が意思を持

って働く場や時間を選択する働き方に大きくシフトしようとしている中、オフィスで働

くことの意義や目的、体験で得られる価値等を再定義していく必要がある 

・新型コロナウイルスの影響により半強制的な在宅勤務を経験し、新たな働き方の実践に

より変化したワーカーの意識に合わせたオフィスのあり方が求められる 

・居心地が良く、来たくなるオフィスで仕事をすることで、やりがいや成長実感を持てる

ようになり、それが市民サービスの質の向上に繋がるのではないか 
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（６）委員からの主な意見要旨 

  ①庁舎のあり方について 

・普段から自然に集まりやすい空間が用意されていることが重要である 

・生活リズムに合わせて仕事が出来るという考え方を取り入れることが出来れば先端的で

はないか 

・実際に働き方を変えていく際は、その変化に対応出来るマインドやスキルを持つことが

職員にとって必要となるだろう 

・多様な関係者の意見を聞きながら、合意形成が図れるような仕掛けを考えていく必要が

ある 

   

  ②市民利用空間のあり方について 

 ・「にぎわい・情報発信・憩い・交流」といった、特定の機能に限定されないような、多様

な可能性を持った空間が必要ではないか 

・一つの機能に対応する空間をそれぞれつくるのではなく、混然一体に整備していくこと

も必要ではないか 

・屋内で閉鎖的に利用したり、屋内外が一体で利用できたりするなど、フレキシビリティ

さも求められる 

・例えば市民がランチを食べられる場所、座れる場所といった、日常のアクティビティが

新しくこの場所で出来るというような、生活に密着した機能も取り入れるべきではない

か 

・その空間で運営を行うファシリテータやアートディレクター等がコラボレーションして

いくような仕組みづくりが必要 

・市民一人ひとりの今後のライフスタイル作りを支援できるような「教育」や「学び」等の

機能も打ち出していければ良い 

・想定される様々なシチュエーションや使われ方をキーワードとして出していくことが、

市民利用空間を考える上での重要なヒントになるのではないか 

・事業者のアイデアを受け入れられるようにすることが重要なポイントであり、そのため

にはコンセプトをしっかり伝え、事業者のイマジネーションを湧かせる必要がある 
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第３回 神戸市役所本庁舎２号館再整備事業者選定委員会  

議事概要 
 

（１）日  時：令和２年 12月２日（水） ９時 30分～11時 30分 

（２）会議形式：WEB会議 

（３）選定委員： 

嘉名 光市  大阪市立大学大学院工学研究科 教授（委員長） 

   奥田 浩美  ㈱ウィズグループ 代表取締役社長 

   栗山 尚子  神戸大学大学院工学研究科 准教授（欠席） 

   清水 裕之  名古屋大学 名誉教授 

   武田 重昭  大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 准教授 

   谷澤 実佐子 谷澤公認会計士事務所 代表 

（４）議  事： 

  新型コロナウイルスの影響を踏まえた新庁舎等のあり方検討 

①市民利用空間のあり方について 

・市民利用空間のコンセプト及び施設計画で配慮すべき事項 

・意見交換 等 

  ②音楽ホールのあり方について 

・音楽ホールのあり方に関する課題と論点 

   ・意見交換 等 

  ③庁舎のあり方について 

   ・新庁舎のあり方や働き方に関する方向性について 

   ・意見交換 等 
 

（５）委員からの主な意見要旨 

  ①市民利用空間のあり方について 

・想定される使い方として、開放的な空間のもと、単独・連携や日常・非日常、現在・将 

来といった様々な軸で考えることが出来るのではないか 

・「交流」がそれぞれの人の任意行動が誘発された結果生まれるという考え方に立つと、立

ち止まったり座ったりできるような滞留空間をたくさん作ることが重要である 

・常設するものや、可変性をもって多目的に使うものなど、ゾーニングの考え方のほか、

市として想定する象徴的な使い方を示すことで、空間設計のイメージが湧きやすくなる

のではないか 

・運営方法は、直営か外注の二者択一ではなく、官民の役割分担や専門的な外部人材の登

用等も含めて考えていくことが重要ではないか 

・民間の力を活用した運営により、収益で費用の一部を回収できる可能性もあることから、

継続性のためにも収益を上げることができる仕組みを考えていく必要がある 
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・サービスをする人がどういう人なのかというイメージがまだできていないので、もう少

しどんな人材がよいかを具体化し、それに適した運営を検討できると良い 

 

  ②音楽ホールのあり方について 

・音楽ホールと市民利用空間との位置関係をできるだけ近接させることで、音楽ホールで

のアクティビティを市民利用空間でも味わうことができ、さらにそのアクティビティが

施設の外側まで滲み出していくような空間が作れると良いのではないか 

  ・市民利用空間が音楽ホールのロビーやホワイエとも一体的に拡張して使える可能性があ

る空間構成とした方がメリットは大きいのではないか 

・１階からでも様子が伺い知れるような視覚的連続性を確保したロビーやホワイエの配置

ができると良いのではないか 

 ・ロビーやホワイエは演目等に合わせて多目的に使えるようなフレキシビリティを持たせ

る一方、開放的に使う場合の音響面の配慮との両立をどう工夫するかが重要である 

・コロナ禍においてはインターネットを使った映像配信の重要性が高まってきており、新

しいホールにおいてもその機能を高めないといけないのではないか 

・配信やチケットの入場システム等は日進月歩であり、次々と革新されていく分野なので、

あまりつくり込みすぎず柔軟にやれる仕組みを考えた方が良い 

 

  ③庁舎のあり方について 

  ・空間についてはフレキシビリティを確保し、ウィズコロナ、アフターコロナに対応する

あり方を模索していく方向であり、単位面積で積み上げた使い方や面積規模からは発想

を転換していく必要がある 

・今後のデジタルトランスフォーメーションも考慮して、庁舎面積等のあり方を検討すべ

きである 

・現在の役所の１人あたりの執務面積は小さいので、フレキシブルな空間を作ったりアク

ティビティベースドワーキングの考え方を取り入れると、必然的にゆとりのある空間が

必要になるだろう 

・タイトな敷地で限界はあるが、各部局の連携や交流が高まるようワンフロアの規模を考

えられると良い 

・今後の庁舎はセキュリティゾーンが明確に分かれると思うが、クリエイティビティを高

める仕事をしていくために、職員と外部の人々がコラボレーションできるようなスペー

スも必要である 

・ZEBなどの環境性能は建物全体で考え、公募要件に反映させる必要があるだろう 

・市民が誇りと思えるような庁舎の景観を考えることも重要である 
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第４回 神戸市役所本庁舎２号館再整備事業者選定委員会  

議事概要 

 

（１）日  時：令和３年２月８日（月） 10時 00分～12時 00分 

（２）会議形式：WEB会議 

（３）選定委員： 

嘉名 光市  大阪市立大学大学院工学研究科 教授（委員長） 

   奥田 浩美  ㈱ウィズグループ 代表取締役社長 

   栗山 尚子  神戸大学大学院工学研究科 准教授 

   清水 裕之  名古屋大学 名誉教授 

   武田 重昭  大阪府立大学大学院生命環境科学研究科 准教授 

   谷澤 実佐子 谷澤公認会計士事務所 代表 

（４）議  事： 

  ①新型コロナウイルスの影響を踏まえた新庁舎等のあり方 

②市民利用空間に関する方向性 

  ③事業者公募の考え方等について 

 

（５）委員からの意見要旨等 

  ①新型コロナウイルスの影響を踏まえた新庁舎等のあり方 

  〈庁舎機能、ホール機能等のあり方に関するまとめ〉 

・とりまとめ資料の位置づけについて、アフターコロナ社会における新たな感染症や災害

対策等を中心に記載しているということを明確に示した方が良いだろう 

・アフターコロナ社会を見据えた際に必要と考えられるＩＣＴやデジタルトランスフォー

メーション、フレキシビリティなどを全体に共通するベースとしながら各機能の検討を

行ったという整理が必要ではないか 

・ＩＣＴ技術を用いたネットワークやセキュリティなどの要素は、各機能での対応のほか、

施設全体の考え方として示したほうがよいのではないか 

・市民目線に立つと、市民利用空間のあり方は重要な視点になると思われるので、ある程

度分量を確保してメッセージ性を込めた書きぶりとした方が良いのではないか 

・市民にとって何がよくなるかについてもう少し丁寧に記載されるとよい 

・資料に掲載する具体的な表現やイメージ写真等について、市民や事業者等に対して仕様

まで決定しているような誤解を与える可能性もあるため、記載の仕方を配慮すべき 
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②市民利用空間に関する方向性 

・開放的な空間を整備することは大事なポイントであるが、その分運営についてもしっか

りと考える必要があるのではないか 

・運営を切り離して考えることはできないと思うので、施設の開設当初から運営が始めら

れるように、準備期間も含めて公募条件を整理しておくことが重要ではないか 

・運営にまちづくりの専門家やボランティア等多様な人材が参画する仕組みは、あらかじ

め作っておいたほうが良いだろう 

・市民利用空間で生み出したいものを長期的なコンセプトとして提示できるようになれば、

単発なイベントだけとならず、運営主体も取り組みやすいだろう 

・他都市の公共空間の事例を参考にするのも良いが、神戸という大都市の特性も踏まえた

神戸版の市民利用空間を作っていく必要があるのではないか 

・これまでの委員会で提案された使い方の全てに対して満点を目指すのではなく、必要な

ものを選択判断してもよいのではないか 

・庁舎の一部ということで制約があるかもしれないが、ぜひ実現できるよう仕組みを考え

てもらいたい 

 

③事業者公募の考え方等について 

  ⇒公募要件や要求水準の主な内容等について事務局より説明を行った後、意見交換を行

った。 
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